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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を、（Ａ）：（Ｂ）＝９０～６０：１０～４０の質量比
で混合した樹脂組成物を、フィルムの流れ方向と直角の方向に１．５倍以上８倍以下、フ
ィルムの流れ方向に１．０１倍以上１．８倍以下に延伸することにより、嵩比重を０．５
０～０．９９とし、
　８０℃、１０秒間における熱収縮率が、主収縮方向において２０％以上であり、かつ、
８０℃で２５％熱収縮させた後の嵩比重が０．９９以下である熱収縮性空孔含有フィルム
。
（Ａ）成分：ビカット軟化点が５０～９５℃の乳酸系樹脂組成物
（Ｂ）成分：上記（Ａ）成分に非相溶で、８０℃における貯蔵弾性率が０．２５～２ＧＰ
ａであり、メルトフローレートが１．０～５．０ｇ／１０ｍｉｎであるポリプロピレン系
樹脂組成物
【請求項２】
　下記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を、（Ａ）：（Ｂ）＝９０～６０：１０～４０の質量比
で混合され、かつ、（Ａ）成分からなる相中の（Ｂ）成分によって形成される（Ｂ）成分
域であるドメインが、１方向に伸長してなり、そのアスペクト比が５～５０である樹脂組
成物を、上記（Ｂ）成分によって形成されるドメインが伸長している方向に対して直角の
方向であるフィルムの流れ方向と直角の方向に１．５倍以上８倍以下延伸すると共に、前
記ドメインが伸長している方向であるフィルムの流れ方向に１．０１倍以上１．８倍以下
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に延伸することにより、嵩比重０．５０～０．９９とし、
　８０℃、１０秒間における熱収縮率が、主収縮方向において２０％以上であり、かつ、
８０℃で２５％熱収縮させた後の嵩比重が０．９９以下である熱収縮性空孔含有フィルム
。
（Ａ）成分：ビカット軟化点が５０～９５℃の乳酸系樹脂組成物
（Ｂ）成分：上記（Ａ）成分に非相溶で、８０℃における貯蔵弾性率が０．２５～２ＧＰ
ａであるポリプロピレン系樹脂組成物
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の熱収縮性空孔含有フィルムからなる熱収縮ラベルを装着した清
涼飲料用容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、熱収縮性空孔含有フィルムに関し、詳しくは、嵩比重の小さい熱収縮性空
孔含有フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラスチックは生活及び産業のあらゆる分野に浸透しており、全世界の年間生産量は約
１億トンにも達する。しかし、その大半は、使用後廃棄されている。一般にプラスチック
は自然環境下で長期にわたって安定であり、しかも嵩比重が小さいため、廃棄後の埋立地
の短命化を促進し、自然の景観や野生動植物の生活環境を損なうといった問題点が指摘さ
れている。
【０００３】
　これに対し、近年の環境保全に対する意識の高まりから、プラスチックが自然環境下に
棄却された場合であっても、経時的に分解・消失し、最終的に自然環境に悪影響を及ぼさ
ないものとして、植物原料のプラスチックの利用が検討されている。この植物原料由来の
プラスチックは、非枯渇原料を利用し、プラスチック製造時における枯渇性資源の節約を
図ることができると共に、優れたリサイクル性を有する。
【０００４】
　上記の植物原料プラスチックの中でも、乳酸系の樹脂は、澱粉の発酵により得られる乳
酸を原料としており、量産可能であり、かつ、透明性、剛性、耐熱性等が優れていること
から、ポリスチレン（以下、「ＰＳ」と称する。）やポリエチレンテレフタレート（以下
、「ＰＥＴ」と称する。）の代替材料として、フィルム包装材や射出成形分野において注
目されている。
【０００５】
　一方、近年の環境対策の一環として、プラスチック容器、特に清涼飲料用として用いら
れるＰＥＴ容器を分別回収し、再資源化するＰＥＴのリサイクル化が活発になっている。
そして、ＰＥＴ容器等をリサイクルする際、材質の異なるプラスチックを分別する必要が
あるが、この分別方法としては、水に対する浮力差を利用した液比重法や、比重差を利用
した風力比重分離法等が用いられている。
【０００６】
　現在、ＰＥＴ容器等に用いられる収縮包装や収縮ラベル、キャップシール等には、ポリ
塩化ビニル（以下、「ＰＶＣ」と称する。）や、ＰＳ系の樹脂、又はＰＥＴ系の樹脂が用
いられる。これらが装着されたＰＥＴ容器を、液比重法で分別使用とした場合、ＰＥＴの
比重が約１．４であるのに対し、ＰＶＣの比重は、１．２以上であり、またＰＳ系の樹脂
の比重は、１．０３～１．０６と、水より若干重いため、ＰＥＴ系の樹脂とラベル等に使
用されたフィルムが共に水に沈んでしまい、高精度にＰＥＴ系の樹脂を分離することが不
可能となる。
【０００７】
　このため、液比重法での分別をより容易にするため、ＰＥＴ容器等に用いられる収縮包
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装や収縮ラベル、キャップシール等として、比重が１．０未満の材料が求められる。この
ような材料としては、ポリエチレン系樹脂やポリプロピレン系樹脂等のポリオレフィン系
樹脂があげられる。このポリオレフィン系樹脂を用いたラベルは、特許文献１等において
検討されている。
【０００８】
　しかし、この場合、分別されたラベルはゴミとなり、上記したような問題を発生させる
こととなる。そこで、ポリオレフィン系樹脂の代替材料として、上記植物原料プラスチッ
ク、特に乳酸系樹脂を用いることが考えられる。また、石油系樹脂の代替として植物原料
プラスチックを用いることにより、バイオマスの利用を促進することができ、循環型社会
を目指すことができる。
【０００９】
　また、特許文献２に、ポリ乳酸系樹脂組成物を用いた熱収縮性フィルムについて開示さ
れており、また、特許文献３には、ポリ乳酸と脂肪族－芳香族ポリエステルを混合するこ
とにより、良好な熱収縮特性を発揮することが開示されている。
【００１０】
【特許文献１】特開２００２－１９４１０９号公報
【特許文献２】特開平５－２１２７９０号公報
【特許文献３】特開２００３－１１９３６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、熱収縮ラベルの製造工程においては、耐破断性が重要となる。すなわち
、印刷、製袋、熱被覆、保存等の一連の工程において、フィルムの破断が生じると、生産
性の低下を招くことがあり、さらに、フィルムに細かい亀裂や割れが生じると、熱収縮ラ
ベルとしての品質低下を生じさせ、破壊飛散防止能力を低下させることとなる。一般に、
上記乳酸系樹脂は、耐破断性が十分でないため、熱収縮ラベルとして乳酸系樹脂を用いる
と、上記の問題を生じることとなる。
【００１２】
　これに対し、上記乳酸系樹脂に可塑剤やゴム成分を添加させることにより、袋破断性を
向上させることができることが知られているが、この場合、得られるフィルムの剛性を低
下させ、被覆工程で、所定の位置に被覆することが困難となる等の問題を発生させる。
【００１３】
　さらに、上記乳酸系樹脂や、ポリ乳酸と脂肪族－芳香族ポリエステルは、比重が１．０
以上であるため、分別が困難となる。
【００１４】
　そこで、この発明は、環境問題を発生することなく、ＰＥＴ等の容器用のプラスチック
と液比重法による分別が可能であり、かつ、十分な剛性及び耐破断性を有する熱収縮性の
フィルムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　この発明は、下記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を、（Ａ）：（Ｂ）＝９０～６０：１０～
４０の質量比で混合した樹脂組成物、好ましくは、（Ａ）成分からなる相中の（Ｂ）成分
によって形成されるドメインが、１方向に伸長してなり、そのアスペクト比が５～５０で
ある樹脂組成物を、少なくとも１軸方向、好ましくは、上記（Ｂ）成分によって形成され
るドメインが伸長している方向に対して垂直な方向に延伸することにより、嵩比重０．５
０～０．９９とした熱収縮性空孔含有フィルムを用いることにより、上記課題を解決した
のである。
（Ａ）成分：ビカット軟化点が５０～９５℃の乳酸系樹脂組成物
（Ｂ）成分：上記（Ａ）成分に非相溶で、８０℃における貯蔵弾性率が０．２５～２ＧＰ
ａであり、好ましくは、メルトフローレートが１．０～５．０ｇ／１０ｍｉｎであるポリ
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オレフィン系樹脂組成物
【発明の効果】
【００１６】
　この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムは、嵩比重０．５０～０．９９であるので
、ＰＥＴ等の容器用の比重が１．０以上のプラスチックと液比重法による分別が可能とな
る。
【００１７】
　また、所定の（Ａ）成分と（Ｂ）成分とを所定割合で混合した樹脂組成物を用いるので
、十分な剛性及び耐破断性を付与することができる。
【００１８】
　さらに、熱収縮性空孔含有フィルムは、乳酸系樹脂組成物を主成分とするので、環境問
題を発生することがなくなる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムは、下記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を混合
した樹脂組成物を、少なくとも１軸方向に延伸することにより、得られた空孔を有するフ
ィルムである。
【００２０】
　上記（Ａ）成分とは、所定の乳酸系樹脂組成物をいう。
　上記乳酸系樹脂組成物とは、乳酸の重合体、具体的には構造単位がＬ－乳酸若しくはＤ
－乳酸の単独重合体、すなわち、ポリ（Ｌ－乳酸）若しくはポリ（Ｄ－乳酸）、又は、構
造単位がＬ－乳酸及びＤ－乳酸の両方を有する共重合体、すなわち、ポリ（ＤＬ－乳酸）
や、これらの混合体を主成分とする乳酸系樹脂を含む組成物や、上記のＬ－乳酸やＤ－乳
酸と、乳酸以外のα－ヒドロキシカルボン酸及び／又はジオール成分及びジカルボン酸成
分との共重合体を主成分とする乳酸系共重合体を含む組成物をいう。
【００２１】
　上記乳酸系樹脂の重合法としては、縮重合法、開環重合法等公知の方法を採用すること
ができる。例えば、縮重合法では、Ｌ－乳酸又はＤ－乳酸あるいはこれらの混合物を直接
脱水縮重合して、任意の組成を持ったポリ乳酸を得ることができる。
【００２２】
　また、開環重合法（ラクチド法）では、乳酸の環状２量体であるラクチドを、必要に応
じて重合調節剤等を用いながら、所定の触媒の存在下で開環重合をして任意の組成をもつ
乳酸系樹脂を得ることができる。
【００２３】
　上記ラクチドには、Ｌ－乳酸の２量体であるＬ－ラクチド、Ｄ－乳酸の２量体であるＤ
－ラクチド、Ｄ－乳酸とＬ－乳酸との２量体であるＤＬ－ラクチドがあり、これらを必要
に応じて、混合し、重合することにより、任意の組成や結晶性を有するポリ乳酸を得るこ
とができる。
【００２４】
　さらに、耐熱性を向上させる等の必要に応じ、少量共重合成分として、テレフタル酸等
の非脂肪族カルボン酸、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物等の非脂肪族ジオ
ールを用いてもよい。さらにまた、分子量増大を目的として、少量の鎖延長剤、例えばジ
イソシアネート化合物、エポキシ化合物、酸無水物等を使用してもよい。
【００２５】
　上記乳酸系共重合体の単量体として用いられる上記他のヒドロキシカルボン酸単位とし
ては、グリコール酸、３－ヒドロキシ酪酸、４－ヒドロキシ酪酸、２－ヒドロキシ－ｎ－
酪酸、２－ヒドロキシ－３，３－ジメチル酪酸、２－ヒドロキシ－３－メチル酪酸、２－
メチル乳酸、２－ヒドロキシカプロン酸等の２官能脂肪族ヒドロキシカルボン酸やカプロ
ラクトン、ブチロラクトン、バレロラクトン等のラクトン類があげられる。
【００２６】
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　また、上記乳酸系共重合体の単量体として用いられるジオールとしては、エチレングリ
コール、１，４－ブタンジオール，１，４－シクロへキサンジメタノール等があげられる
。また、上記ジカルボン酸としては、コハク酸、アジピン酸、スべリン酸、セバシン酸及
びドデカン二酸等があげられる。
【００２７】
　上記乳酸系樹脂組成物に含まれる乳酸系樹脂や乳酸系共重合体の重量平均分子量の好ま
しい範囲は５万から４０万であり、より好ましい範囲は１０万～２５万である。この範囲
を下回る場合は実用物性がほとんど発現されず、上回る場合には、溶融粘度が高すぎ成形
加工性に劣る。
【００２８】
　上記乳酸系樹脂組成物のビカット軟化点は、５０～９５℃が必要であり、５５～８５℃
が好ましい。５０℃より低いと、得られる熱収縮性空孔含有フィルムを常温よりやや高い
温度、例えば夏場に放置しておくと、このフィルムが使用前に収縮するという自然収縮が
大きくなる傾向があり、寸法安定性に欠けるフィルムとなりやすい。一方、９５℃より高
いと、延伸時において、低温での延伸が困難となり、その結果、良好な収縮特性を得るこ
とが難しくなる傾向がある。
【００２９】
　上記乳酸系樹脂組成物を構成する乳酸系樹脂又は乳酸系共重合体を構成するＤ－乳酸と
Ｌ－乳酸との構成割合は、特に限定されないが、Ｌ－乳酸：Ｄ－乳酸＝９９．５：０．５
～８５：１５、又は０．５：９９．５～１５：８５が好ましい。Ｌ－乳酸又はＤ－乳酸の
比率が９９．５％を超すと、収縮ムラが生じやすく、また、８５％未満では、収縮条件に
よっては、十分な収縮特性を得にくくなりやすい。
【００３０】
　上記（Ｂ）成分とは、上記（Ａ）成分に非相溶の所定のポリオレフィン系樹脂を含む組
成物をいう。このようなポリオレフィン系樹脂としては、ポリエチレン、高結晶性ホモポ
リプロピレン等のポリプロピレン、ポリメチルテルペン、又はこれらの混合樹脂等があげ
られる。（Ｂ）成分として用いられるポリオレフィン系樹脂は、比重が小さいので、（Ａ
）成分及び（Ｂ）成分の混合樹脂組成物から得られるフィルムの比重も（Ａ）成分単独の
場合に比べて、より低くすることができる。
【００３１】
　また、上記（Ｂ）成分は、（Ａ）成分に対して非相溶なので、両者の混合樹脂組成物を
フィルム化したとき、海島構造をとる。後述するように、（Ａ）成分を多く存在させるの
で、（Ａ）成分が海部分、すなわち、マトリックスを形成し、（Ｂ）成分が島部分となる
（Ｂ）成分領域、すなわち、ドメインを形成する。
【００３２】
　上記（Ｂ）成分の周波数１０Ｈｚ、ひずみ０．１％で測定したときの、８０℃における
貯蔵弾性率は、０．２５～２ＧＰａであり、０．４～２ＧＰａが好ましい。０．２５ＧＰ
ａより小さいと、後述する延伸で、フィルムに空孔が生成しずらく、一方、２ＧＰａより
大きいと、結晶性が高く、比重が大きいため、目的とする比重を得られない可能性があり
、また、そのような樹脂自体を得ることが困難である。
【００３３】
　上記の（Ａ）成分と（Ｂ）成分の混合比は、質量比で、（Ａ）：（Ｂ）＝９０～６０：
１０～４０が必要で、８０～７０：２０～３０が好ましい。（Ａ）成分と（Ｂ）成分とを
混合した樹脂組成物は、上記したように、（Ａ）成分がマトリックスを形成し、（Ｂ）成
分がドメインを形成する。このため、上記の範囲内であれば、この海島構造を形成するこ
とができ、また、延伸することにより、マトリックスとドメインとの界面で剥離を生じさ
せ、空孔を形成させることが可能となる。（Ｂ）成分が１０質量％より少ないと、上記空
孔の形成量が少なく、延伸した後のフィルムの嵩比重が１．０以上となる場合が生じるこ
とがある。一方、４０質量％より多いと、海島構造を十分に形成されなかったり、得られ
るフィルムの機械的特性が不十分となり、脆くなったりすることがある。
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【００３４】
　上記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を混合した混合樹脂組成物には、必要に応じて、本発明
の効果を損なわない範囲内で、可塑剤、熱安定剤、抗酸化剤、ＵＶ吸収剤、光安定剤、顔
料、着色剤、滑剤、核剤、加水分解防止剤等の添加剤を添加してもよい。
【００３５】
　上記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を混合した混合樹脂組成物は、フィルム化される。具体
的には、まず、上記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の混合方法等として、同方向２軸押出機、
ニーダー、ヘンシェルミキサー等を用いてプレコンパウンドを得る方法がある。また、両
成分を予め混合することなく、直接、フィルム押出機に投入してもよい。
【００３６】
　次に、上記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分、又はこれらの成分の混合物を押出機に投入し、
押し出し成形する。押し出し方法としては、Ｔダイ法、チューブラ法等、任意の方法を採
用することができる。溶融押出されたフィルムは、冷却ロール、空気、水等で冷却された
後、熱風、温風、紫外線、炭酸ガスレーザー、マイクロウェーブ等の方法で再加熱され、
ロール法、テンター法、チューブラ法等により、少なくとも１方向、すなわち、一軸又は
二軸に延伸することにより、マトリックスとドメインとの界面で剥離を生じさせ、空孔を
形成させ、この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムを得ることができる。上記延伸を
一軸延伸とするか、二軸延伸とするかは、目的の用途によって決定される。
【００３７】
　延伸温度は、上記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の軟化温度や、得られる熱収縮性空孔含有
フィルムの用途等によって変わるが、６０～８０℃がよく、６０～７０℃が好ましい。６
０℃未満では、延伸過程における材料の弾性率が高くなりすぎて、延伸性が低下するため
、フィルムの破断が生じたり、厚み斑が生じたりするなど、延伸が不安定になりやすい。
一方、８０℃を超えると、所望の収縮特性が十分に発現しない場合があり、また、（Ｂ）
成分の延伸性が向上し、マトリックスとドメインとの界面での剥離が生じにくくなり、十
分な空孔が生じくなるおそれがあり、この結果、嵩比重が１．０以上となる場合がある。
【００３８】
　上記延伸工程での延伸倍率は、上記（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を混合した混合樹脂組成
物の構成組成、延伸手段、延伸温度、目的の製品形態等に応じて、選択することができ、
１．５～８倍とするのが好ましく、３～６倍とするのがより好ましい。１．５倍より小さ
いと、適切な収縮特性が得られない場合があり、また、十分な空孔が生じず、嵩比重が１
．０以上となる場合がある。一方、８倍を超えてもよいが、実性能上、８倍で十分である
。
【００３９】
　また、一次延伸の場合、必要に応じて、フィルムの流れ方向１．０１倍から１．８倍程
度の弱延伸を付与すると、得られる熱収縮性空孔含有フィルムの機械的物性が改良される
のでより好ましい。
【００４０】
　ところで、上記フィルム製造工程で使用される冷却ロールは、上記押出機の下方に存在
するため、上記押出機から押し出されたフィルムが冷却ロールに行くまでに、自重によっ
て、少し延伸がかかった状態となる。このとき、フィルムは上記押出機から出た段階なの
で、高温状態にあり、フィルムを構成するマトリックスだけでなくドメインも流れ方向に
延ばされ、特にドメインは、流れ方向に伸長された状態となる。このときのドメインのア
スペクト比は、５～５０が好ましく、１０～４０が好ましい。この範囲を満たすことによ
り、上記（Ａ）成分単独でフィルムを形成した場合、脆性であるに対し、上記アスペクト
比を有するドメインを含ませることにより、得られる熱収縮性空孔含有フィルムに低温で
の耐破断性を付与することができる。このため、アスペクト比が５より小さいと、低温で
の耐破断性が損なわれる場合がある。一方、５０より大きいと、空孔が生じにくくなり、
所望の嵩比重が得られない場合が生じる。
【００４１】
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　上記のアスペクト比は、上記の自重による方法で生じさせることが好ましいが、それで
は不十分な場合がある。このような場合、上記の押出機と冷却ロールとの間で少し延伸さ
せるとよい。すなわち、押出機の押出口金の間隔（リップギャップ）に対し、製膜する延
伸フィルムの厚みを変えることにより、流れ方向に伸長させ、また、その比によって、上
記ドメインのアスペクト比を制御することが可能となる。
【００４２】
　このように、上記ドメインが所定のアスペクト比を有するようにしたとき、このドメイ
ンは、フィルム外表面に対して平行となり、かつ、一方向、すなわち、フィルムの流れ方
向に伸長したものとなる。このため、上記一軸延伸の延伸方向、又は、上記二軸延伸の一
方の延伸方向を、流れ方向に対して直角方向とすることにより、マトリックスとドメイン
との境界の剥離をより生じさせやすくなり、かつ、より高い空孔率を得ることができる。
【００４３】
　上記のようなドメインのアスペクト比を実現させるため、（Ｂ）成分としては、メルト
フローレートが１．０～５．０ｇ／１０ｍｉｎであるものが好ましく、１．５～５ｇ／１
０ｍｉｎであるものがより好ましい。１．０ｇ／１０ｍｉｎより小さいと、上記の海島構
造が形成された際にドメインサイズが大きくなる傾向があり、また、分散状態が悪く、空
孔が均一に発生しにくくなる傾向があるため、延伸した際に、所望の嵩比重を得られない
場合がある。一方、５．０ｇ／１０ｍｉｎより大きいと、上記の海島構造が形成された際
にドメインサイズが小さくなる傾向があり、ドメイン自体の強度が低いため、低温での耐
破断性を十分に付与できない場合がある。
【００４４】
　この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムの嵩比重は、０．５０～０．９９であるこ
とが必要である。０．９９を上回ると、このフィルムを液比重法によって分離することが
困難となり、分別が不可能となる場合がある。一方、０．５０を下回ると、存在する空孔
によって、このフィルムの強度が不十分となり、実用上、問題となる傾向がある。
【００４５】
　また、この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムの８０℃、１０秒における熱収縮率
は、主収縮方向において２０％以上がよく、２５％以上が好ましい。２０％未満だと、適
切な収縮特性が得られない場合がある。なお、熱収縮率の好ましい上限は、上記の延伸前
の長さまで収縮する割合である。延伸前の長さ以上には収縮されないからである。
【００４６】
　この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムは、熱収縮性を有するので、熱収縮ラベル
等として使用することができる。この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムを熱収縮ラ
ベル等として使用した場合、リサイクルされる時点では、収縮された状態にある。このた
め、この発明にかかる熱収縮性空孔含有フィルムは、熱収縮後においても、液比重法によ
る分別が可能となることが好ましい。具体的には、８０℃で２５％熱収縮させた後の嵩比
重が、０．５０～０．９９であることがよい。０．９９を上回ると、このフィルムを液比
重法によって分離することが困難となり、分別が不可能となる場合がある。一方、０．５
０を下回ると、熱収縮前のフィルム自体が、そのフィルムに存在する空孔によって、強度
が不十分となり、実用上、問題となる傾向がある。
【実施例】
【００４７】
　以下に、実験例及び比較例等を示して本発明を詳述するが、これらにより本発明は何ら
制限を受けるものではない。なお実験例及び比較例中の物性値及び評価は、以下の方法に
より測定し、評価を行った。ここで、フィルムの引き取り（流れ）方向をＭＤ、それと直
交方向をＴＤと記載する。
【００４８】
（測定方法及び評価方法）
［嵩比重］
　測定対象のフィルムを正確に縦横１０ｃｍに切り出して重量ｗ（ｇ）を量り、そのフィ
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ルムの５０点の厚みｔ（μｍ）を測りとり、下記の式により嵩比重（ｇ／ｃｍ３）を算出
した。
　　嵩比重＝（ｗ／（ｔ×１０－４×１０×１０））
　　　　　＝（Ｗ／ｔ）×１００
【００４９】
［熱収縮後の嵩比重］
　測定対象のフィルムを８０℃で２５％収縮させた後、細かく粉砕し、水に浮かべて浮く
か否か（嵩比重が０．９９ｇ／ｃｍ３未満か否か）を下記の基準で判別した。
　○：全てが浮く場合
　△：浮くものと沈むものがある場合、又は水中に漂うものがある場合
　×：全てが沈む場合
【００５０】
［ビカット軟化点］
　乳酸系樹脂組成物を、東芝機械（株）製の射出成形機ＩＳ５０Ｅ（スクリュー径２５ｍ
ｍ）を用い、Ｌ２００ｍｍ×Ｗ３ｍｍ×ｔ３ｍｍの板材を射出成形した。なお、主な成形
条件は以下の通りである。射出成形によって得られた板材を用いて、ＪＩＳ　Ｋ　７２０
６Ａ法に準拠して、ビカット軟化点を測定した。
　・温度条件…シリンダー温度：１９５℃、金型温度：２０℃
　・射出条件…射出圧力：１１５ＭＰａ、保持圧力：５５ＭＰａ
　・計量条件…スクリュー回転数：６５ｒｐｍ、背圧：１５ＭＰａ
【００５１】
［メルトフローレート］
　安田精機製作所製メルトインデクサー（１２０　ＳＡＳ－２０００）を用い、ＪＩＳ　
Ｋ　７２１０（測定温度：２３０℃、荷重：２１．１８Ｎ）に準拠して測定した。
【００５２】
［アスペクト比］
　測定対象のフィルム中の（Ａ）成分に非相溶の（Ｂ）成分からなるドメインのアスペク
ト比を、このフィルムを縦及び横の断面方向にミクロトームで切り出し、電子顕微鏡で１
０カ所観察し、アスペクト比（長径／短径）を算出した。
【００５３】
［引張伸度］
　ＪＩＳ　Ｋ　６７３２に準拠し、引張速度１００ｍｍ／ｍｉｎで、雰囲気温度０℃にお
けるフィルムの縦方向の引張伸度を測定した。
【００５４】
［熱収縮率］
　測定対象のフィルムを、縦１００ｍｍ、横１００ｍｍの大きさに切り出し、８０℃温水
バスに１０秒間浸漬し、収縮量を測定した。熱収縮率は、収縮前の原寸に対する収縮量の
比率を％値で表示した。
【００５５】
［動的粘弾性測定］
　測定対象のポリオレフィン系樹脂を用いて２００μｍのフィルムを作製し、次いで、横
４ｍｍ、縦６０ｍｍの大きさに切り出し、粘弾性スペクトロメーター（アイティー計測（
株）製：ＤＶＡ－２００）を用い、振動周波数１０Ｈｚ、ひずみ０．１％、昇温速度１℃
／分、チャック間２．５ｃｍ、測定温度４０～１５０℃の範囲でＴＤ方向について測定を
行った。そして、８０℃における貯蔵弾性率を測定した。
【００５６】
（原材料）
［（Ａ）成分：乳酸系樹脂］
・乳酸系樹脂１…カーギルダウ社製：ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ４０３２Ｄ、Ｌ－乳酸／Ｄ
－乳酸＝９９／１、重量平均分子量：２０万、ビカット軟化点：６０℃、以下、「ＰＬＡ
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・乳酸系樹脂２…カーギルダウ社製：ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ４０６０Ｄ、Ｌ－乳酸／Ｄ
－乳酸＝８５／１５、重量平均分子量：２０万以下、ビカット軟化点：６０℃、「ＰＬＡ
２」と略する。
【００５７】
［（Ｂ）成分：オレフィン系樹脂］
・オレフィン系樹脂１：日本ポリプロ（株）製：ポリプロピレン系樹脂：ＦＹ６Ｈ、メル
トフローレート：１．９ｇ／１０ｍｉｎ、以下、「ＰＯ１」と略する。
・オレフィン系樹脂２：日本ポリプロ（株）製：ポリプロピレン系樹脂：ＦＢ３ＧＴ、メ
ルトフローレート：７．０ｇ／１０ｍｉｎ、以下、「ＰＯ２」と略する。
・オレフィン系樹脂３：日本ポリプロ（株）製：ポリプロピレン系樹脂：ＥＡ９、メルト
フローレート：０．５ｇ／１０ｍｉｎ、以下、「ＰＯ３」と略する。
【００５８】
［その他］
・タルク…日本タルク（株）製：ＳＧ－９５（平均粒径：２．５μｍ）、含水珪酸マグネ
シウム
【００５９】
（実施例１～４、比較例１～４）
　表１に示す割合で各樹脂をドライブレンドし、三菱重工業（株）製：小型同方向２軸押
出機（４０ｍｍφ）を用いて、２００℃、１００ｒｐｍにて混練してストランドを押出し
、水槽で急冷後、ストランドカットしてペレットを得た。
　得られたペレットを、９０ｍｍφ単軸押出機を具備した三菱重工業（株）製：逐次２軸
延伸フィルムテンターに供し、リップギャップ１ｍｍ、押出温度２００℃、延伸温度６５
℃で３．５倍延伸することにより、５０μｍの熱収縮性空孔含有フィルムを得た。その熱
収縮性空孔含有フィルムについて、上記の測定及び評価を行った。その結果を表１に示す
。
【００６０】
【表１】
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